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エネルギー・原材料価格高騰等に関する要望

１ エネルギー・原材料価格の高騰抑制に係る支援

２ 価格転嫁に関する支援

新型コロナウイルス感染症の影響克服に関する要望

事業継続に向けた切れ目のない支援

デジタル化に向けた支援

グリーン社会への対応に関する要望

グリーン社会への対応に向けた支援

積極的な事業活動を支える環境整備

Ⅰ 地域経済対策

Ⅱ 人材・雇用対策

Ⅲ 中小企業･小規模事業者対策

Ⅳ 官公需対策

Ⅴ 商店街対策

   ◇ 令和５年度要望事項

デジタル社会への対応に関する要望
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【Ⅰ】要望活動 

 

【中小企業団体全道大会決議に基づく要望】 

  令和５年８月２日に開催した中小企業団体全道大会において決議された要望事項

について、次のとおり要望を行った。 

〔要望内容〕○エネルギー・原材料価格高騰等に関する要望（２項目） 

○新型コロナウイルス感染症影響克服に関する要望（１項目） 

○デジタル社会への対応に関する要望（１項目） 

〇グリーン社会への対応に関する要望（１項目） 

○積極的な事業活動を支える環境整備に関する要望（２３項目） 
 

（１）北海道経済産業局、北海道議会議長、北海道議会（経済委員会、自民党・  

道民会議商工業振興議員連盟）に対する要望（令和５年９月１４日） 

  北海道経済産業局、北海道議会議長、北海道議会経済委員会、自民党・道民会議

商工業振興議員連盟に対し要望を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）道内選出国会議員に対する要望（令和５年９月１９日） 

  道内選出国会議員の国会議員に対し、議員会館へ郵送により要望を行った。 
 

（３）開発局、労働局に対する要望（令和５年９月２５日） 

  北海道開発局、北海道労働局に対し要望を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北海道経済産業局 北海道議会議長 

北海道開発局 北海道労働局 

北海道議会経済委員会 北海道議会自民党・道民会議 



- 2 - 
 

（４）北海道知事（令和５年９月２９日） 

  北海道知事に対し要望を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（５）札幌市、自由民主党札幌市支部連合会「政策要望懇談会」、自民党・道民 

会議北海道議会議員会「団体政策懇談会」（令和５年１０月１７日） 

  札幌市に対し要望を行った。。また、自民党札幌市支部連合会の政策要望懇談会に

おいて、自民党札幌市支部連合会幹事長及び市連役員に対し要望を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）自民党北海道政経セミナー 

「政策懇談会」における要望（令和５年１０月２８日） 

  自民党北海道政経セミナー後に行われた、自民党と各種友好団体との政策懇談会

において、自民党国会議員及び自民党道連役員に対し要望を行った。 
 

（７）支部から地元市長・町長への要望書の提出（令和５年 10月～12月） 

  本会各支部から市長等へ要望書の提出を行い、中小企業・小規模事業者及び中小

企業組合等への支援と国・道に対する要望への理解と側面的な支援等協力をお願い

した。 

 

北海道知事 北海道知事と会長・副会長・専務理事 

札幌市 自民党札幌市支部連合会「政策要望懇談会」 

自民党・道民会議北海道議会議員会「団体政策懇談会」 

会議北海道議会議員会「団体政策懇談会」 
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〔要望提出先：提出順〕 

 ◆苫小牧市、豊浦町、伊達市、室蘭市、中標津町、別海町、釧路市、小樽市、新得町、 

 帯広市、岩見沢市、遠軽町、紋別市、網走市、稚内市、函館市、旭川市、留萌市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

苫小牧市 豊浦町 伊達市 

室蘭市 中標津町 別海町 

釧路市 小樽市 新得町 

帯広市 岩見沢市 遠軽町 

紋別市 網走市 稚内市 

函館市 旭川市 留萌市 
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【Ⅱ】要望の実現状況（主なもの） 

 

 ○エネルギー・原材料価格高騰等に関する要望 

 

１ エネルギー・原材料価格の高騰抑制に係る支援策の拡充 

   国では、燃料価格の高騰による電気・都市ガス料金の上昇に伴い、引き続き、家

庭や価格転嫁の困難な企業に対し電気・都市ガス料金の負担軽減を図るため「電気・

ガス価格激変緩和対策事業」（６，４１６億円）を実施するとともに、長引く原油価

格等の高騰が経済回復や国民生活、事業活動に悪影響が生じるのを防ぐことを目的

に、ガソリンなどの卸価格抑制を通じて、小売価格急騰の抑制を図る「燃料油価格

激変緩和対策事業」（１，５３２億円）を実施した〔令和５年 1１月補正予算〕。 

また、特別高圧電力で共同受電事業を実施する工業団地等の中小企業組合や所属

組合員に対する「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の支援推奨メ

ニューとなったことに伴い、支援が実施された。 

 

２ 価格転嫁に関する支援 

   国の価格転嫁・取引条件の改善に関する取組について、中小企業庁は、下請Ｇメ

ンを令和５年１月に 300 名体制で、ヒアリングによる実態把握や価格交渉促進月

間（9月、３月）の実施を継続しているが、令和６年４月からは、330名体制に増

強した。また、国土交通省は、令和５年７月にトラックＧメンを創設し、162名体

制で適正な取引を阻害する行為の是正の実効性を確保する活動を行っている。 

あわせて、取引先との共存共栄を発注者側企業が宣言する「パートナーシップ構

築宣言」（令和６年７月 2日現在・登録数：49,423社）の推進を図っているととも

に、適正な価格設定による持続的な賃上げの実現と下請取引における適正な価格交

渉の促進を目的として「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を策

定し、周知徹底を図っている。 

 

 ○新型コロナウイルス感染症の影響克服に関する要望 

 

１ 事業継続に向けた切れ目のない支援 

  国では、新型コロナウイルス感染症の影響のもとで債務が増大した事業者、物価

高騰に加え、処理水放出に伴う風評や一部の国や地域による輸入規制強化による影

響を受けた事業者の事業継続、賃上げ等に取組む事業者の支援等のため、資本性劣

後ローンの運用改善を含む日本政策金融公庫等による資金繰り支援が行われている。 

  道では、地域の実情や事業者の資金繰りの動向を把握し、低利な借換融資などの

融資制度の活用促進を図り、金融機関や保証協会に迅速な融資、既往債務の借換や

返済条件の変更に対する柔軟な対応を要請した。 
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 ○地域経済対策に関する要望 

 

１「物流の２０２４年問題」への対応 

   国では、物流の非効率化を解消し、全体の物流コストを削減することや、物流業

界全体の持続的な発展を促進し、「物流の２０２４年問題」への対応を加速すること

を目的として、荷主・元請等の物流事業者が早急に取り組むべき事項をまとめた「物

流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドラ

イン」を策定し周知徹底を図ったほか、トラックＧメンを当初の 82 名から緊急増

員をした 162 名体制で現状の調査を行い、貨物自動車運送事業法に基づく「働き

かけ」「要請」等に活用し実効性の確保を行った。 

 

 ○中小企業・小規模事業者対策に関する要望 

 

１「ものづくり補助金」の継続実施 

ものづくり補助金は継続で実施され、補助事業終了後の３～５年で大幅な賃上げ

に取り組む事業者に対して補助上限額を上乗せする、大幅賃上げに係る補助上限引

き上げの特例と、高度な自動化技術等を活用した個別ニーズに合わせた省力化設備

の導入を支援する、省力化（オーダーメイド）枠が新設された。 

 

○商店街対策に関する要望 

 

１固定資産税の負担軽減 

国では、令和 6年 3月に成立した令和６年度税制改正により、土地に係る固定資

産税の負担調整措置及び条例減額制度による商業地及び住宅用地について、負担水

準に応じた課税標準額の調整を出来る現行の措置を、令和８年度まで 3年間の延長

を行った。 


